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〈研究報告〉

教育の構造改革とガパナンスに関する研究の覚え書き

一長野県上田市の教育行政再編をめそる動きを事例としてー

武者一弘信州大学教育学部激育科学講座
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1.はじめに

中央政府レベルでは 70年代の二度の石油危機による国家財政の悪佑を契機とした，第

二次臨折田F調査会の設置以降，中央集権型福祉国家の酎宣を目論み r規制緩和」と

「士也方分権」改革が (1) 行財政構造改革として進行してきた。 90年代以降はその改革の

スピードカ功日速し，また例外となる領域を許さない勢いで、激しく進められてきた。こうし

た改革の一翼に教育行政システムの再編イ凶粒置づいている。教育行政システムの再編化

で焦点となっている領域の一つカ敬育委員会制度の機構改革であり，これはまた教育にお

けるガパナンス改革をも射程におさめた改革である。

これまで個々の自治体で進行する教育委員会制度改革は，方法的には子ども行政事業と

生涯学習行政事業を教育委員会から切り離し，首長部局に移管(補鵬丸行)し総合行政に

位置づけ直すものが多かった。しかしこれは単に事業の移管という地方行政府内部の事業

の振り分けを操作する次元に止まるもので、はない。プレッシャーグ、ルーフ。とこれを推進す

る首長にとっては，子ども行政事業と生涯学習行政事業の首長部局移管は第一次的な目的

であり，その先には教育委員会帝H織の解体的再編と同時に政治的正統性を有する首長部局

への行政一元イ七を視野に入れていたので、ある ω。

当時こうした改革は，伊藤正次によってガノtナンス論として分析され，地域総合行政モ

デル，市場選択モデル，教育委員会活性化モデルの三つのモデルのせめき、合いと説明され

た (3)0 2006年の小泉内閣の退陣以降，規制緩和と地方分権改革を特徴とする構造改革に

連動して進展してきた地方教育行政改革は，新たな段階に踏み入ろうとしている。

安倍内閣への交代と「教育再生会議」の立ち上げ，そしていわゆる「必修科目の未履

修」と「いじめ自殺」の社会問題佑を契機として， 2006年の秒以降，規告iJ緩和と地方分

権の)11買方向的な改革の流れカヰ亭滞・逆流し，ともすると迷走的な様相すらみせている。

「教育再生会議」の一連の報告(第一次報告 (2007年 1月)，第二玖報告(同年6月)， 

第三次報告(同年 12月)，崩冬報告 (2008年 l月)のほか r教育委員会の抜本的見

直しについて(第一分科会)J (2007年2月))は，いずれも教育委員会のスタッフ・

専門能力の充実や権限・規摸の強化を唱えたものである。さらに， 2007年6月に改正さ

れた教育三法はその一部具現佑といえる。またこうした中央股治の動向の中で，隙台・行
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政学者から論題として突きつけられた「ガノtナンスJ (統治のあり方・統治主体の取り

方)の問題も，教育学界として「教育条理を踏まえたガパナンス」の自覚的かっ現実的追

究の議論カ執さないままに言語命力主行き詰まっている。

中央正文冶のレベルでは，一部に規制緩和政策は後景に退いたとの観測もあるが，自を地

方酎台に転ずれば，規制緩和の従来の詐れを忠実に受けて，あるいは地方分権改革と相ま

って，いよいよもって地方教育行政改革を力曜させる動きがある。殊に長野県上田市では，

地方教育行政機構の解体的再編と教育のガパナンス改革を正面に据えた自治体改革の動き

が，具体化してきている。上田市のこの動きは規市阪和改革を推進する上で地方からの起

爆剤となりうるもので、あった。一方で上田市では，ぞうした動きに現実に直面する中で，

自覚的な住民らが学びのコミュニティをつくり，そこを拠り所に真塾に向き合おうとする

動きがみられる。それは新たな教育のガバナンスの表れといえる。

本論考は，規帝l搬和改革と地方分権改革が中央正期守での議論を飛び出し地方に舞台を置

き直して現在進f子形で進む事例を引きながら，教育のガパナンスのあり方について論じた

ものである。結論を先政りすれば，上田市の住民においては主権者による選挙や消費者に

よる契約とは全く違った，そしてまた専P門守噴耳菌髄1独虫占とももi性|

ガガ、パナンスのあり方が生まれつつあるのである。

なお本論考は，地方自治体の教育行政の再編化の事例を，地方に固有な動きはもちろん

のこと，中央正嫡の動きにも留意しながら暫里した一つのまとまりある「論説」であると

ともに，将来の教育のガパナンス研究に資する「覚え書きJ 1:研究ノート」と位置付けら

れるものである。

2.教育委員会帝|肢の中耕姉主導の改革の行き詰まり

2.1 教育委員会制度改革を求める圧力団体の議論

いわゆる「骨太の方針2006Jは，教育委員会帝展の抜本的な見直しに着手すること

を明記している。即ち 1経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006Jの「第2

章成長力・競争力を強イじする耳文京且」では 1規制改革等を通じ，民間活力を十分引き出

すと同時に，公正で透明な市場を確立し市場活力の市借寺と向上を図る。」として，

1 (1)規制改革 ・教育委員会制度については，十分機能を果たしていない等の指摘を

踏まえ，教育の射台的中立性の担保に留意しつつ，当面，市町村の教育委員会の権限(例

えば，明交施設の整備・智里権限，文イlJ.スポーツに関する事務の櫛艮など)を首長移

譲する特区の鶏知句な聯且を進めるとともに，教育行政の仕組み，教育委員会制度につい

て，抜本的な改革を行うこととし，早急に結論を得る。」としている。

ここでは，教育委員会制度の解体的改革か骨太の方針に盛り込まれるに至った酎台・政

策の次元における背景について簡単に臨宏、しておきたい (4)0 1骨太の方針2006Jの

成立に影響を及ぼしたと考えられる代表的なプレッシャーグループとしては，①内閣府・

地方制度関連審議会 (5) ②内閣府・規制改革関係審議会ω，③全国市長会匂⑨子政
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学界匂)， (g:経済界 (9)がある。これらのプレッシャーグループの主張には，生涯学習行

政・社会教育行政部門にとどまらず，学校教育行政にまで踏み込んで，業務の移管統合や

機育醇卦集を迫るものさえみられる。また設置単位の拡大により教育委員会数の縮小と機能

の強化をはかる議命もあった。これら教育委員会制度改革論の政治的背景として教育委員

会についての，倒見制度イじ (10)の認識が各グループに広く共有されていたことがまず掛商

できるが，その他には，次の諸点のような認識の存在が指摘できる。②機動性と弾力性の

欠如 (11)， @J:也域の自主的な活動の弱さ，④市町村長との意思誠直・関係の悪さ，⑤文部

行政の上意下達のシステム化，~瀬良が能力を超えて広大にすぎること，包激育委員の名

誉H劃~， (a耳対台的正当性の欠落，である。

このように当時は， 一見すると広範なプレッシャーグループからの強力な要望を受けて，

教育委員会の存廃を含む，そのあり方の抜本的な見直しが進められようとしていたのであ

った。伊藤正次のガパナンスモデルでいえば，地場総合行政モデルと市場潤尺モデルによ

る，教育委員会活性化モデ、ルへの共闘といえる。それは小泉改革の教育行正嫡Ij度面におけ

る一つの総仕上げの改革段階ともいえた。また「骨ったの方針2006Jの作成当時，島根

県出雲市，群馬県太田市，数日県高浜市などの一部自治体では，既に教育委員会の開制縮

小の樹散革に着手しており r骨太の方針2006Jに掲げられた教育委員会制度改革

の実現は，相当に現実味を帯びていた。

2.2 教育委員会制度の抜本的改革の停滞あるいは迷定

こうした教育委員会制度の規制緩和と地方分権の改革の動きは，小泉内閣から安部内閣

に移行する中でスピードダウンし，やや迷走気味となった。直接のきっかけは， 2α泊年

秋以降のいじめの多発や必イi多科目未履修の広がり等の社会問題イじであるとされる。これら

問題に対処するため， 2006年末から 2∞7年春先にかけて国の教育委員会への関与を強

める方向が文部科学省を中心に模索される一方で，これに反対する動きが顕著となった。

いわば，規制緩和・地方分権派と現行制度紺寺派の相克の段階へ突入したといえる。

規制緩和・地方分権を推進する立場に立つ「全国市長会・教育における地方分権の推進

に関する研究会」は，こうした状況に対して敏感に反応している。 2∞6年 12月末に緊

急アピールを発表し，いじめや未履修問題に対処するには市民の期待に応え，市長が教育

行政に責任をもてる化組みを構築することが大事であるとして，重ねて教育委員会設置の

選択制をはじめとする抜本的な制度改革を求めた。

一方で文部科学省は，教育再生会議による第一締結等から政府の教育政策の方向が変

わってきたことを認識し， 2007年2月20日には内閣府所管の規制改革会議教育・研究

WGの福井秀夫主査からのヒアリング、への協力要請を明確に拒否するに至っている。規制

改革会議議長の草刈隆郎名で，同年3月2日に再度出席要請をすることによりヒアリング

をようやく実現させたが，このヒアリングで規制改革会議教育・研究W Gは，文部科学省

の教育委員会関与の強佑，教育委員会の私立判交を含む学校への関与の強化の動きを容赦

なく批判するとともに，当時教育三法(地帯百子法，学校教育法，教育職員免許法)の改正
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案を議論してし、た中央教育者義会(の事務局をつとめている文部科学省)に厳しい注文を

つけている。それにもかかわらず規制改革会議は同年5月初日に，文部科学省の教育委

員会への関与を強めまた教育委員会の私立学校を含む学校への関与を強める内容の地新子

法の正朗読攻正案を，無条件に言刊面するとの態度を示している。

このように，教育委員会制度の解体や選択設置を含む教育委員会制度の抜本的な改革の

動きは， 2∞6年末から急ブレーキが掛かり，むしろ一部には教育委員会制度を強化する

かのような，先のガパナンスモデルでいえば，教育委員会活性化モデルにシフトするよう

な動きがあった。これは市長リー夕、ーシッオ鎚論者や規制緩和改革手街齢者からすれば，

いわば「反動的」な改革の動きとみられるもので、あった。

そうした中で，教育行政の規制緩和政策の議論をリードしてきたキーパーソンが地方自

治体に舞台をおきかえて，首長と申訳人教育委員会制度の解体をはじめとする自治体教育

行政のあり方を全般的かつ抜本的に規自緩和の方向で大きく見直そうとする動きがみられ

る。そこで次に，そのような事例として長野県上田市を取り上げたい。

3.首長部局による自治体教育行政のあり方の解体的見直しの動きと住民の対応

3.1 [""上田市の教育行政のあり方を考える有識者会議」の設置

上田市では母袋創一市長 (12)の強い意向で，市長部局に「上田市の教育行政のあり方を

考える有識者会議J (以下[""有識者会議」と略記。有識者会議事務局は市政策企画局政

策企画乱事務局としての同会議出席は，市政策企匝局長，市政策副主幹(締結脱者果

所属)，総務企画E当係長(教育委員会教育総務課))が設置された。

「有識者会議」は 2007年1月 10日に発足し，当初は 2008年3月までに提言をまと

める予定で、あったが実現で、きず，委員の任期を延長し同年8月1日に，教員評価や教育パ

ウチャーの検討，教育委員会のあり方の抜本的な見直しなど上田市の教育行政のあり方を

聖域なしに見直す内容の提言を，市長にようやく提出した(この間会議は十四回開催)。

だがこの提言も「有識者会誌の合意カモ形成できていないにも関わらず，座長が乱暴な形

でとりまとめを行ったことから混乱の中での提言の提出で、あった。こうした議事進行や提

言とりまとめに対して[""有識者会議」の半数の委員は提言が無効であるとする署名入り

ザ議書を事務局に提出している (13)。

「有識者会謹むの構成メンバー(( )内は「有識者会乱発足当時の所属等)は，次

の通りである。なお委員の定員は 15人であるので見かけ上一名欠員だが，このー名は実

は母袋市長とされている。

座長:戸田忠広量(教育アナリスト)

副座長:荒井裕司(株式会社立さくら国際高等学校学園長)

委員:斎藤繁子(会社役員，元丸子町会議員)

委員:斉藤忠彦(信州大学教育学部助耕受)

【o<> @ 】

【0

。口】
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委員:佐藤智恵子(元上田市立第二中学校PTA副会長) 口】

委員:清水卓爾(元上田市教育委員長) 口】

委 員:中村和幸(長野県教職員組合国序丸行委員長) 口】

委員:日比英子(会社員) 【0

委員:I黄川岩男(上田市立清明小学校校長) 口】

委員:福井秀夫(政策研究大学院大学教授) く> @ 

委員:堀雄一((社)長野県経営者協会上小支部長)

委員:宮尾秀子 (21世紅激育制度研究会副附表) 【0 @ 

委員:宮坂公子(元上田市立東塩田小学校校長) 口】

委員:宮沢怜子(上田市立神川小学校学校評議員) 口】

021世記教育帝展研究会会員， 。規制改革・民間開加佐進鋸義委員， @21世紀教育

制度研究会主催「教育シンポジウム inUEDAJのパネラー， ロ提言無助の署名者，

これらメンバーは戸田氏らの推薦を下敷きとして，事務局カ敬育委員会事務局と漸各を

取り合い，関係団体のバランスを考慮して候補者をリストアップし，最終的に市長が決定

したとされる。しかしやはり，委員選考の手続きが不透明であり，選出された委員はバラ

ンスに欠ける嫌いがある，といわねばならない。というのも，住民代表性が脆弱である一

方で，座長及び21世紀教育制厨閉会との個人及び団体利益共有閑系者カ狙半に迫って

いるからである。

3.2 市長の有識者会議に託した思い

市長の「有識者会議」へ託した思いは，第一国会議 (2007年 1月 10日)の樹多から，

うかがうことができる。引用しながら要約すれば次の通りである。 Iまちづくりの主人公

である人づくりのために教育があり，まちづくりは様々の分野を超えて理解と協力を得て

住民あげて取り組むべき課題であるJ， I教育の問題については，制度と運用の見直し，

国・県・市町村の縦と首長部局・教育委員会の横の政府聞の責任と役割のあり方の検討，

教員・保護者・住民の聞の責任と役割のあり方の検討が必要であるJ， I Ii'.有識者会議』

の立ち上げは，全国市長会・教育における地方分権の推進に関する研究会時文育行政にお

ける市長の役割と責任の強化に関する緊急アピールdl (2006年 12月19日)の趣旨にも

そうもので、あるJ， I生活者起点と地域経営の理念のもとで、児童生徒を中心に据えた教育

改革である」というものである。

「有識者会議」は諮問機関ではなし自由に議論し市長に「提言」の出来る機関という

位置づ、けで、あったが，事務局からは第一回会議に先だって，市長の「想定する具体的審義

内容」なるものが「有識者会議」の委員に示されている。これ自体 I有識者会議」の主

体性で自由闘達に議論を進めることを歪めるものといわねばならなし、。ただ一方では，

「有識者会議」の設置のねらいを明確に示したものともみられるため I想定する具体的

審議内容」を下にあげておく。なおこの「想直する具体的審議内容」には，教育行政と教
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育(の実践・営み)の混乱がみられることを，指摘しておきたい。

想定する具f材句審義内容

1上田市教育行政の現はと課題の整理

・いじめ，不登校といった教育課題のE則犬

.朝哉員を取り巻く状況

-地域の教育力の王居伏と課題

2上回新時代の人づくり(教育行政)のあり方

(1) 学校経営のあり方

(2) 教員音刊面制度のあり方

明知劃賄憾のあり方

教育予算(教育パウチャーを含む)のあり方

(3) 幼保小中一貫教育に向けた課題及びそのあり方

(4) 地域と学校の関係(地域が支える人づくり)

3国，県，市町村の役割と責任

-国において撫すが進められている「教育行政のあり方」に対する市

としての考え方

-市長部局と教育委員会，それぞれの所掌事務の見直し

.教育基本法に規定されない事務の市長部局への移管

4その{也上田市のひとつ、くりに関する事項

3.3 r有識者会議」の発足の背景となった動き

「有識者会議むの設置(さらに議事進行，提言とりまとめ)に大きく影響を与えたのは，

上田市で結成された r21世紀教育制度研究会J (14)である。代表の戸田忠雄氏は，当時，

規制改革・民間開放推進会議専門委員で、あった (15)0 r21世紀教育市度研究会」のホー

ムページ (ht中://www.gakushusha.saloon.jp)によれば，同研究会は rIl'学習者主胞

の確立を求めて，上田市から日本へ!Jを合い言葉に活動する団体である。その「目的・

運動」として， r (1)教員評価制度，学校溜尺制度，教育パウチャー制度の三点セット

の実現こそが学習者主権の確立に必要不可欠との諒哉に立ち，その実現を目指して，同志

の力を結集して目的逼進に努力する。 (2)上田市での実現を起爆剤として，全国に広が

るような『上回モデ、ル』を作る意気込みで取り組む。 (3)市民運動を起こすと同時に，

教育行政の中で検討委員会を作り，早急な実現を目指す。 (4) 地~.宗派・思惚信条の

違いを乗り越え，志を同じくする市民各階層に働きかける。」の四点を掲げている。

このような r21世紅罪文育制度研究会」の目的・運動や，その前身の「新しい教育を考

える会」がその発足後一ヶ月足らずの 2006年5月22日に，母袋上田市長に教育改革の

ための検討委員会の設置を要請していることなどから明らかであるように r考える会」
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や「研究会」の名称から受ける印象とは違い，最初から政策実現のための運動団体・圧力

団体の色が濃厚で、あった。同年 7月 28 日には早くも，戸田代表，宮尾秀子園1J1~表 (16)

(池上貴美子市議会議員も同行)が母袋行長及ひ布の関係部崩E当者と検討委員会設置に

ついて話し合っている(市議会議長，総務文教委員長が同席)。同年8月27日には，

「教育シンポジウム inUEDAJが三百名(主催者発表)の参加を得て大々的に開催さ

れたが，この席で市長が樹多にたち r教育制度検討委員会Jの設置を初めて表明するな

ど，同シンポジウムは後の「有識者会議」の発足と審議内容に多大な影響を与えている

(17)。したがって，このシンポジウムについてやや詳しくみておきたい。

シンポジウムの講師は，草刈隆郎氏(日本経団連副会長及び規制改革・民間開放推進会

議議長)と安割問司民(規制改革・民間開脚色進会議専門委員)，パネリストは母袋創一

氏(上田市長)，福井秀夫氏(規制改革・民間開蜘鎚会議専門委員)ら，コーディネー

ターは白石真澄氏(規制改革民間開放推進会議委員)がつとめた。なおパネリスト全員と

戸田代表は，後に「有識者会議」の委員となっている。

このシンポジウムの挨拶で戸田代表は r地方分権時代にふさわしく市長自ら教育改革

を行うために， 21世証撤育制度研究会の市民と共に教育制度検討委員会(仮称)を立ち

上げることを，お約束いただきました。学習者から見て「よい教師・よい学校』を励まし，

『ダメな教師・ダメな学校」には元爵長ってもらえるようなシステムを，みんなで議論し模

索していきたいものだと思います。また，日本の将来のために英知を結集し勇気をもって

挑戦する覚障です。このような全国でも初めての『自治体首長主導の教育改革』の取り組

みをIl'上田から日本へ」新しい教育の風を起こすムーブメントにいたしたし¥Jと述べて

いる (21世在激育制度研究会ホームページを参照)。なお同ホームページは，シンポジ

ウムの「最後にはやはり，学習者主権に基づく教育制度カミ作られないといけないという話

にまとまりました。」と伝えている。

このシンポジウムの後，市長は市議会で「有識者気義」の設置を正式に表明している。

3.4 r有識者錆義」の議事進行と議論・提案のとりまとめの特徴

「有識者会議」の座長らの中心メンバーは，公教育不信と顧客主義の観点から，学樹窒

択・教員評価・教育パウチャー制の導入を唱え，一方では教育行政の首長部局イむを主張し

ている。一部の「ナショナルなガイドラインJ (福井氏の発言。通知を指していると思わ

れる)を紺槻し一律に適用させるような議命も，座長や福井氏らから出されているが，

これも強制力をもって「規制をこじ開ける」といったニュアンスで主張されており，単純

に国の影響力の強化をはからんとする議命で、はなし、。第一回「有識者会議」の市長樹多の

中で，全国市長会教育における地方分権の推進に関する研究会の「教育行政における市長

の役割と責任の強佑に関する緊急アピ-)レJ (2006年 12月19日)にあえて言及してい

るように，市長は「有識者会議」には地方分権と総合行政イじを進める議論を期待しており，

審議の中で座長らは市長の意向にそう発言を繰り返している。だが座長の審議テーマの整

理により，教育行政についての国一県一市町村の役害扮担・関係の暫里と首長部局と教育
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委員会とのf錯リ分担・関係の欝里は，座長のいう「三点セット」を片付けた後の課題とさ

れ，審議の優先順位は高い方ではなかった。それは 2007年6月に地敢行法の改正があり，

教育委員会制度改革に一応の区切りがついたことカミ理由とみられる (18)。

座長らのグループは，我が子が不登校になったりいじめにあったりした中で教員不信に

あえぐ親，さらには外国籍の子どもたちの支援に携わる団体の人々に会議での発言を特別

に求め，これらを手がかりに，いじめ，不登校，外国籍・文化的アイデンティティ等を理・

由として，就学学校の指定の変更の大幅な弾力化(実質的な学校選択の自由化)を求める

議論を展開している。同時に，保護者の信頼を失ったり教育に熱心でないとみなされたり

した教員を学校から遇易させ，あるいは軍繍付けをはかるため，子どもと保護者による教

員割面(授業訓面にとどまらない)を実施し，人事や手当といった処置に反映させること

を封長している。ここでは出識や保護者・住民は抽象的概念、であり，学校のパートナーと

して特別の期待相面値を置くべきではなく(第二回会主義の福井委員の発言など)，むしろ

学校と信護者は相容れぬ異質な存在であり，保護者は学校を溜尺し契約し瞥見する存在と

されている。

座長，福井委員，市長らは，朝交を溜尺し教員を開国する主体を「主権者」と捉えてい

る。座長は「学習者主権」において，福井委員は「消費者主権」において，市長は「生活

者主権」において[""主権者」を捉えているので、ある。いずれにおいても，子どもの成長

発達に直接に共同して責任を負う存在として，育ちの課題と格闘する子どもを目前におい

て，教員と保護者と住民カミパートナーを組むことなどで、きない構図となっている。

3.5 学校選尺や教員評価によらない学校再生を求める住民の動き

こうした動きに疑問と警戒感をもった「有識者議義」委員の有志を中心に，各方面に呼

びかけて「上田市の教育を考える市民の会J (以下[""市民の会J)をつくり[""有識者

会議」の報告会及び学習会[""有識者会議」の傍聴の呼ひ、かけを行った。

「市民の会」では，次のような活動を行ってきた。①「有識者会議」の経過報告・傍聴

の感想，②浮習会(イギリスの教育制度，東京の学校選択制など)，③市民集会 (2007

年 12月25日(日)にシンポジウムを開催， 2008年6月29日(日)に緊急集会を開

催)なとである。特にシンポジウムでは，市立小学校の PTA会長，元公民館長 ・元市立

第六中学校(以下，六中)校長，治文中教諭，元六中生徒，県外教育学研究者らがパネリ

ストとなり有識者会議の議論をにらみながら，現役の保護者の立場から，六中で四者会議

をつくりあるいは出席し学校教育づくりに携わった者として，全国的な動向を論ずる立場

から，上田市の教育の今と未来についての報告があったが，それぞれの報告内容の充実さ

と会場を謝不仁百三十人来場)にする参加者の熱気とで，大きな盛り上がりを見せた。

こうした活動の成果としては，①関心を持つ多様な層の結集を進めたこと([""市民の

会」の参加者数と「有識者会議」の傍聴者数でいえる)，②上田市議会で議員による「有

識者会議Jについての代表質問を実現させたこと，⑨也茄氏([j，信濃毎日新聞及び『東

信ジャーナルJJ)や地元有線テレビ([j上田ケーブルビジョン』及び『丸子テレビ:JJ)で
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「市民の会」の声が取り上げられたこと，などがあげられる。また「市民の会」での学習

と傍聴に力を得て i有識者会議」での教育不信を煽り i三点セット」の推進や教育委

員錦車体に急ぎがちな議論や議事進行を，上田市の子どもの育ちの現状を把握するところ

から始めるようねばり強く求め，議論や議事進行の暴走から引き戻すことに一定程度脚力

したことも，成果として指摘しておきたい。

なお2∞7年3月31日の「市民の会」の会議では，今後の取り組みの課題として，次

のことカ噛認された(当日の配付資料より抜粋)。

今，教育をめそって，いじめ，不登校，学力等子どもも家庭も学校も地域も悩み

が深い。子どもたちの最善の利益とは何なのか，どういう教育が望ましいのか，

この地域の状況や悩みを出し合いながら，みんなで考えていきたい。Ii'有識者会

議』の提起をきっかけに，誰でも参加できる学習，交流，方向を考える場にした

し、。

• i.有識者会議」の3点セットの内容を知ること

教員評価制度

学校i重苦尺制度

教育パウチャー制度

-市民として何ができるか，今後の方向を考える

.組織f柑 j等

「市民の会」は，特定の集団やイデオロギーをもっ閉ざされた組織ではなく，広く市民

に聞かれた，出或の教育を真塾に考え語り合うボランタリーな住騨H織である。こうした

組織であるので i有識者会議」の問題性を単に車唱単し解体に追い込むことを目的とする

のではなく i有識者会議」の議論を一つの問題提起と捉え，地域の子どもたちの最善の

利益と地域の教育のあり方を自らそして皆で学び考えあうことを目的としている。そのと

き，不登校，いじめ，学力，外国籍等の子どもの括主上の困難・悩みを，家庭も学校も地

域もともに当事者として引き受けて，一緒に考えようというのである。こうした目的や姿

勢は i有識者会議」のそれらとは 180度違っている。

他方，上田市には月一回，母親たちがカレーライスをつくり食べながら，子育てについ

てあるいは広く教育について，語り合い・悩みを出し合い・聞きあう会がある。教職員や

いじめ・不登校等の教育相談員などをゲストに招いて，食事をとりながら懇炎することも

ある。参加者はこれを「カレーライスの会」と呼んでいるが，これは「有識者会議」に対

応してつくられたものではない。 PTAの活動に携わった母親たちが自発的に始めたもの

である。ただ，この会のメンバーが「有識者会議」の委員に選任されたことから，この会

の活動が活発化し，母親たちが広く学校教育一般や魁或の教育について学習する場・考え

あう場として活動の質的深まりをみせたとはいえる。懇談会から「教育の現状を考える
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会J (仮称)吋多行しようとの声が，現左会の内部から出ている。

この二つの会は発展の可能性に満ちているが， 現状では課題もある。 1市民の会」は広

く門戸を開いた組織とはいえ，中核を担いまた実働しているのは「有識者会議」の有志委

員とその近しい関系者などに偏っており，今ひとつ広がりをもてていない感が否めない。

この理由として大きくは，①「有識者錆義」に対する市民各層(保護者，市民，教員，組

合員さえも)の関心がまだまだ低いこと，(2潤心がある層(退職校長，退職撤員，婦大会，

一部保護者や市民)の聞で牽制があること(1市民の会」の構成の「偏り」に開著してい

る部分があること)があげられる。他方 1カレーライスの会」は「有識者会議Jの動き

を非常に警戒し自覚的な学び合いカヰ固々人のレベルでは進んでいるが，現状では全体とし

て懇談会系邸前にとどまっている。

とはいえ 1市民の会」も「カレーラヌの会」も参加者は 1有識者会議」の教育制度

の在り方キ敬育ヨ里念の議論を一方で見据え，他方で自らの家庭，地域，学校の子どもの今

の有り様を見つめ， 子どもの育ちとその保障の場としての家庭，地域，学校のあるべき姿

を考え，学び合い，親・住民・朝市それぞれが育ち合う場となったということはできる。

そうした働甲しを受けて 1有識者会議」の提言書とりまとめの自暴な議命と提言書の強

行提出という非常事態に直面した折に，半数の委員においてそれぞれの立場を超えて大同

団結を実現し，署名と会見という形で提言書の無効の意思表示ができたのである。

4.教育のガパナンスと今日の教育政策の潮流

教育委員会制度改革を切り口に，一地方都市における教育行政改革の動きが，中央蜘 守

レベルの規制緩和改革の影響を色濃く受けていることをみてきた。上田市が「鶏貴場」に

選ばれ「有識者会議」が立ち上がったのは 121世紀教育制度研究会Jという運動組織

の存在とその活動が大きい。

これに対して，住民は自然発生的に「市民の会」を立ち上げ 1有識者会議」の報告と

関連する事項の学習を進め，地域の子どもの未来と教育のあり方を自らそしてみなで考え

あうことを目的とする活動をスタートさせた。これは上田市の住民の教育への意識の高さ

と公教育の営みに対する王朝草の確かさを示しているように思われる。

そもそも教育委員会制度は，鞘麦教育行政制度の要であったとされる。また鞘麦の教育

行政の原則にはいわゆる三原則(地方分権，民主化，一般行政からの独立)があったとの

認識が，教育行政学界において広く存在している (19)。本論考の上田市の「有識者会議」

とそれをめぐる動きは，この三原則の変更をも迫るものであるという点で，教育のガパナ

ンス改革といえよう。 1有識者会議Jの座長らやそれを謁寺あるいは同調する動きは伊藤

正次のいう三つのガパナンスモデル(教育委員会活性化モデル，地噺窓合行政モデル，市

場・選択モデル)で、いえば，地域総合行政モデルと市場 ・濁尺モデルの融合・混合タイプ

と考えられるし，これに対して「市民の会」や「カレーライスの会」などは r有5縮会

議」の動向についての住民や親の一種の学習フォーラムであり，また自覚的な教育の担い
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手への主体イ七の場といえるが，それ自体が新たな教育のガパナンスモデル(1教育地よ掛士

会モデ、ルJ (20)と仮に呼んでおきたい)の芽生えともみられる。この教育のガパナンスモ

デルの「新しさ」は，子どもの教育の自らカヰ旦い手で、あることと担い手(個人と集団)の

育ちにあり，また，伊藤のガパナンスモデルの本特且みに収まらない点にある。

5.おわりに教育振興基本計酉保定をめそる議論以降

上田市における「有識者会議」の動きは，その委員を通じて中央での動きにつながって

いる。改正教育基本法 (2006年 12月)の 17条に根拠を得て，文部科学省が国の教育振

興基本計画を作成していた時期に，規制改革鋸義は 1[f'教育振興基本計画』の策定にかか

る規制改革会議の見解J (2008年5月23日)を示し，文科省に対し七つの項目に「留

意」して，その策定にあたるよう求めている。この七項目の中には 12.いじめ等の問

題行動による被害を受けた児童生徒の求対斉の掛点、を拡充すべきJ， 15.教員の指導改善

や学校運営の改善に結びつく教員評価，学校評価の在り方を詳述すべきJ， 16.教育パ

ウチャーに関連する記述を明確にすべき」をあげている。規制改革会議は 12.Jについ

ての「当会議としての考え方」で、被害を受けている児童生徒への善虹鴎を充実させるため

の方途として，唯一，就学判交の変更，即ち学校濁尺をあげている。これらは上田市の

「有識者会議」で三長セットと呼ばれ，座長らが最優先の実現を目指していたものである。

策定された「教育振興基本計画J (2008年7月1日)では 15.Jの学校評価や教

員矧面については相当の分量が割カれているが， 12. J 16. Jに関係する就学特交の

変更や教育パウチャーの言葉は一切登場しなし1。一見すると規制改革会議の主張のかなり

の部分が鰍見されたかのようにみえる。このことをもって規制改革会議が中央での教育政

策の形成実現にあたり，その影響力が非常に小さなものとなったとの見方もある。しかし

筆者は，規制改革会議の声カ敬育振興基本計画にあまり反映されていないということは同

意するものの，非常に弱くなったあるいはほとんど、無力イじしたなどとはいえないと考えて

いる。規制改革命義の議論は今後日本の教育政策の主流の位置に返り咲く可有酎生があり，

政府内部でいまだに一定の支持があるとみている。それは教育振興基本計画に 1公立学

校の学校j盟尺制にっし、て，資源配分の在り方と，これによる学校改善方策に関するモデル

事業を希望する教育委員会で実施することを含め，地域の実情に応じた聯且を促す。」と

の一文があり，規制改革会議も「中間とりまとめ一年末答申に向けての問題提起一」

(2008年 7月2日)の別紙の 16教育・資格改革 (1)教育・研究分野」において，

この一文を取り上げて，教育パウチャー制度の趣旨を活かした試みを促すものと評価して

いるからである。そして教育振興基本計画の策定の時点で，教育パウチャー制度を言桁す

るにあたり，最有力候補の自治体の一つが上田市であったことは容易に推測できるところ

である。

規制改革会議「年末答申」ニ「規制改革のための第三次答申J (2008年 12月22日)

の概要版の 16(1)教育・研究分野」では，高等教育を対象とするものを除けば次の九
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点があげられている。即ち，①「学習者本位の教員の在り方(特別免許状の更なる活

用)J ，②「学校潤賄Ijの普及促進J，③「相当と認められる就学校の変恵里由J，④ 

「児童生徒・傭蔓者による学校評価制度・教員評価制度の確立J，⑤「全国学力・学習状

況調査における判交ごとの結果公表等J，⑥「公立の中高一貫教育に関する間患者、の是

正J，⑦「懲戒処分の不適切な運用の是正J，⑧「教員の採用・昇任における公正性の向

上J，⑨「教育パウチャー制度の研究・検討」である。これらのうち，②，③，④，⑨は

上田市の「有識者会乱で座長らが進めようとしたものであり，①の「学習者本位」は座

長の提唱する「学習者主権」と相通ずる考え方である。

当面する教育改革の焦点は，教員言明面の拡充と人事権の委譲にあるとみられる。という

のは，政府の地方分権改輯住進委員会は r第一次勧告J (2008年5月28日)におい

て，教職員人事の中核市への委譲(将来は中核市以外の自治体へ委譲の範囲を広げること

を視野に入れている)とともに，人事権者と給与負担者の一致をはかることを求めている。

これをうけて首相を本部長とする地方分権改軒鵠本部は r地方分権改革推進要綱(第

一次)J (2008年6月初日)をとりまとめ，中核市への教職員人事権の委譲と，人事

権者と給与負担者との一致の方向で検討することを明記している。こうした動向と，規制

改革会議の教員評価の導入の議論とは，連動するものである。今日，規制緩和と地方分

権・総合行政佑の共闘の焦点は， 2007年6月の地教行法の改正によってし1ったん結論を

みた教育委員会制度改革から，教員評価と人事権の委譲に移ったとみられるので、ある (21)。

本論考を締めくくるにあたり，事例として取り上げた上田市の教育改革と教育のガパナ

ンスについて，若干の指摘をしておきたい。

上田市の教育政策の規制緩和改革のi輸は全国的な教葡煉の背減・実現に連なるもの

であり，また規制緩和改革は今日の教育政策の一方の潮流であり続けている。だが今日に

おいて，依然として教育政策の規制緩和と総合行政化に勢いがみられないとすれば，それ

は期通総合行政モデルと市場・ i盟尺モデルとがタッグ、を組んだ形で強力に進めようとした

上田市の教育政策の規制緩和の動きを，市民の子どもの育ちの保障を核とした共同・協働

と学習を特徴とする教育地域士会モデ、ルによって，押しとどめたことによるので、はないか。

今後は，教育政策が迷走する日抗にあって，教育の当事者・利害時系者の在り方が説明

できる論理立てとしての教育のガパナンスモデルによる，教育政策分析がますます求めら

れよう。そのとき，その教育のガパナンスモデルの榊Eみ自体の日朝未もまた一層求められ

るだろう。

【註】

(1)吉岡健次「規制緩和・地方分権の儲リと意義」東京市蹄周査会「分権改革の新展開

に向けて』日本評論社， 2002年を参照のこと。村松岐夫も， 90年代以降の「包括的

な地方ガパナンス改革が，機関委任事務の廃止といういわばアイデアの阪台の側面以
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外に，第2臨調以来の財政問題への対処の一環であるという実質をもっている」と指

摘してしる(r90年代の卸古的な地方ガノサンス改革」東蔚有正嫡査会『分権改革

の新展開に向けて』日本評論社， 2002年， 78・79頁)。

(2)武者一弘「規制緩和・行財謝髄改革下における教育委員会制度改革に関する考

察J [i'，信州大学教育学部組要』第 116号を参照のこと。

(3)伊藤正次「教育委員会」松下圭一個編『岩波講座自治体の構想、4樹由岩波書届，

2∞2年， 49-52頁。

(4) 詳しくは，註(2)の武者論文を参照のこと。

(5)地方分権改草雑進会議「地方公共団体の行財政改革の推進等行政体制の整備につい

ての意見一地方分権改革の一層の推進による自主 ・自立の地域社会をめざしてー」

2004年 5月12日。地方制度調査会「地方の自主性・自律性の拡大及び地方議会の

あり方に関する答申についてJ2004年 12月9日

(6)規諸Ij改革・民間開放推進会議「規制改革・民間開放の推進に関する第3次答申 一

さらなる飛躍を目指して一J2∞6年 12月25日。

(7)全国市長会「学校教育と地域士会の連携強化に関する意見 一分権型教育の推進と

教育委員会の役害リの見直し一J2001年2月 19日。 全国市長会政策推進委員会「提

言J2003年4月15日。全国市長会分権日朝℃の都市自治体のあり方に関する1錯す会

「分権時代の都市自治体のあり方につし、てJ2005年6月6日。

(8)新藤宗幸「教育行政と地方分権他」東京市E婦間査会『分権改革の新展開に向けて』

日本評謝土 2∞2年。新藤宗幸『概説日本の公共政策』東京大学出版会 2∞4年など。

(9)日本経済団体連合会 r21世組を生き抜く次世代育成のための提言一『多様ti.JJ

『競争』 時平価』を基本にさらなる改革の推進をー:J2004年4月19日。

(10) 市川正午は「教育制度研究の対象と方法J (日本教育制度学会紀要倉肝リ号， 1994 

年)によれば，かつての状況下においては制度が現実に機能していたものが，社会の

変イじにより制度と現実の聞に軍離が生じ，機青白J章害を起こし，それがますます酷くな

っていっている状態のこと。 r鵬主創設後半世紀以上カ箱晶し会議の形跡じ等の指摘

がなされていることなどの状況の下J， r実際よも，市腹創設時と比べて教育委員会

の所管に属さない私立学校の割合か高まる等，経済社会i情勢は変化している。 J， 

「全員か官i校に進学するようになって，小中判交と高校が別々のレベjレの自治体(教

育委員会)にゆだねられている意味がなくなった」などからは，教育委員会の脱制度

イむの認識がうかがわれる。

(11)必童話見制の存在，教育委員会事務局職員の教育閥系者(特に教員出身者)への偏

仏教育関系者(特に学校関係者)以外との接触の希薄さ，教育委員会の合議制が問

題点としてま酎商されている。

(12)全国市長会では社会文教委員会に所属。三井物産社員 (1976"-'1990年)，長野県
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議(1991"-'2002年)を経て 2002年3月に上田市長に当選。 2006年3月に近隣二町

一村と合併して発足した新「上田市」の初代市長。 2ω8年8月1日現在の人口は，

160，583人で，長野県内第三位の人口繍英。

(13) r有識者会詰むの委員の半数が議事進行に対する批判と提言の無勘を主張する署

名を事務局に提出するとともに，座長が市長に提言を提出したその日に記者会見を開

き，その無勘を訴えている。

(14) 2006年6月24日以降の名称。同年4月27日"-'5月23日までは「新しい教育を

考える会J0 5月23日"-'6月24日までは r21世紀教葡丹究会」。

(15)戸田氏は，元長野県立高等学校の校長で，現在は政鮪井究大学院客員孝対受， NPO 

法人XYサタデースクール代表，社会福祉法人上田明照鍔里事などの肩書きもつ。

(16)宮尾氏はこの他に， NPO法人子育て応援団ばれっと代表， CAP里山代表，チ

ヤイルドラインうえだ運営委員などの肩書きをもっている。

(17)なお 2006年6月に市議会では議員から市長に対して，上田市でも市立小中学校の

選t鵡 IJや教育パウチャーの導入にむけた検討をしてはどうかとの質問が出されている。

これも r21也在激育制度研究会」の動きと連動するものであるとみられる。

(18) r有識者会議」の第一回の会議において，座長から教育委員会のあり方に関する

審議は地新子法の改正の国会審議麦の 2007年夏以降にした旨の発言があった。

(19)例えば鈴木英一・川口彰義・近藤正春編『教育と教育行政』勤草書房 1992年42

頁， 49頁など。また平原著敦子は，教育行政の基本原里の 1つに教育行政の地方自治

をあげているが，この基本廓里は鞘麦教育行政改革の三原則全てを内容とし，その原

則の下に教育委員会を地方公共団体における教育行政の責任機関としておいたとする

( Ir教育行政学』東京大学出版会 1993年， 35頁)。これらの研究は，文部省『敦

育委員会法のしおりdl (1948年)などをしばしば劉唱している。

(20)武者一弘「規制緩和・行財蹴髄改革下における教育委員会制度改革に関する考

察J2005年日本教育行政学会自由研究発表 (2005年 10月 15日，東北大学)報告

資料。

(21)大分県教育委員会の教員採用の不正事件の発生や大阪府なとでの全国学力テスト

の結果公表を教育委員会に求める動きをうけて，再び教育委員会市j度の見直しを求め

る誌鳴があらわれはじめている。規制改革会議も「第三次答申に向けた聯E方針」

(2008年9月 12日)で r年末答申に向けての課題」として，教育パウチャー制

度の研究・検討，学校評価・教員制面と学校選尺制のさらなる推進に加えて r中間

とりまとめ」には書かれていなかったところの教育委員会制度の見直しを明記し，具

体的意髭却ま伴っていないものの「教育委員会の在り方」は r第三次答申」の本文に

盛り込まれた。今後の議論の展開によっては，再び規制緩和と地方分権・総合行政化

の共闘の要の一つに教育委員会制度改革が位置付く可能性もある。


